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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】

　

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第53期

第３四半期
連結累計期間

第54期
第３四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自 平成29年４月１日

至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日

至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日

至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 46,197 55,341 86,220

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △1,867 11,846 11,319

親会社株主に帰属する四半期（当期）
純利益又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) △1,282 8,812 5,550

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,325 4,862 7,352

純資産額 (百万円) 331,215 330,200 337,242

総資産額 (百万円) 387,244 380,827 396,291

１株当たり四半期（当期）純利益
又は１株当たり四半期純損失（△)

(円) △15.80 108.55 68.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － 103.03 64.86

自己資本比率 (％) 85.3 86.4 84.8

　

回次

第53期

第３四半期

連結会計期間

第54期

第３四半期

連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日

至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日

至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 26.20 72.77

（注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第53期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存

在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

（経営成績）

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業業績の回復や雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回

復基調が継続する一方で、米中貿易摩擦の激化による世界経済への影響などが先行き懸念材料とされる状況にあり

ます。

当パチンコ・パチスロ業界では、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則及び遊技機の認

定及び型式の検定等に関する規則の一部を改正する規則」（いわゆる改正遊技機規則）が平成30年２月１日に施行

されてから１年近く経過し、当面の間販売が可能な旧規則機と、新たに適合した新規則機の販売が混在する状況と

なりました。

パチンコパーラーにおいては、新規則機の今後の集客可能性に注目しつつも、設置期限の残っている旧規則機を

大事に使う動きがみられ、新台入替は低調に推移しております。

当社グループでは当第３四半期連結累計期間において、新規則で新たに認められた設定付きパチンコを業界最速

で市場投入し、その後も新規則機の型式試験適合実績を積み重ね、販売可能な旧規則機も含めて販売し、新規タイ

トルとしてパチンコ８タイトル、パチスロ２タイトルを投入いたしました。さらに平成29年８月に発売したパチン

コ「フィーバー戦姫絶唱シンフォギア」の追加販売が寄与したことに加え、原価低減や研究開発費の効率化努力な

ども奏功し、業績は通期予想に対して堅調に推移しております。

以上の結果、売上高553億円（前年同四半期比19.8％増）、営業利益109億円（前年同四半期は29億円の営業損

失）、経常利益118億円（前年同四半期は18億円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益88億円（前年同

四半期は12億円の親会社株主に帰属する四半期純損失）、売上高営業利益率は19.8％となりました。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

①パチンコ機関連事業

パチンコ機関連事業につきましては、売上高481億円（前年同四半期比49.8％増）、営業利益168億円（前年同四

半期は8億円の営業利益）、販売台数126千台（前年同四半期は80千台）となりました。

主な販売タイトルは、ＳＡＮＫＹＯブランドの「フィーバーバイオハザード リベレーションズ」（平成30年11

月）、「フィーバー戦姫絶唱シンフォギア ＬＩＧＨＴ ＶＥＲ.」（平成30年12月）であります。
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②パチスロ機関連事業

パチスロ機関連事業につきましては、売上高17億円（前年同四半期比78.1％減）、営業損失23億円（前年同四半

期は4億円の営業損失）、販売台数4千台（前年同四半期は18千台）となりました。

主な販売タイトルは、ＳＡＮＫＹＯブランドの「パチスロ トータル・イクリプス」（平成30年７月）で、当第３

四半期連結会計期間（平成30年10月～12月）において新機種の投入はありませんでした。

③補給機器関連事業

補給機器関連事業につきましては、売上高50億円（前年同四半期比13.2％減）、営業利益3億円（同6.8％減）と

なりました。

④その他

その他につきましては、売上高4億円（前年同四半期比7.4％増）、営業損失2億円（前年同四半期は3億円の営業

損失）となりました。

　

（財政状態）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は3,808億円であり、前連結会計年度末と比べ154億円減少しました。これ

は主に、有価証券が30億円、繰延税金資産（投資その他の資産「その他」に含む）が18億円それぞれ増加となりま

したが、現金及び預金が96億円、投資有価証券が57億円、受取手形及び売掛金が51億円それぞれ減少したことによ

るものであります。

負債は506億円であり、前連結会計年度末と比べ84億円減少しました。これは主に、電子記録債務が43億円、支払

手形及び買掛金が26億円、未払金（流動負債「その他」に含む）が19億円それぞれ減少したことによるものであり

ます。

純資産は前連結会計年度末と比べ70億円減少しました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益を88億

円計上した一方、配当金の支払い121億円、その他有価証券評価差額金が40億円減少したことによるものでありま

す。この結果、純資産は3,302億円となり、自己資本比率は1.6ポイント増加し、86.4％となりました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は111億円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

　

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

合計 144,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 89,597,500 89,597,500
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株

合計 89,597,500 89,597,500 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 89,597,500 － 14,840 － 23,750

　

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

① 【発行済株式】

平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 － 単元株式数は100株8,421,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 81,045,400 810,454 同上

単元未満株式 普通株式 130,500 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 89,597,500 － 単元株式数は100株

総株主の議決権 － 810,454 －

（注）１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,100株（議決権数31

個）含まれております。

２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式99株及び証券保管振替機構名義の株式60株

が含まれております。

② 【自己株式等】

平成30年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社ＳＡＮＫＹＯ
東京都渋谷区渋谷
三丁目29番14号 8,421,600 － 8,421,600 9.39

合計 － 8,421,600 － 8,421,600 9.39

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日に名称を変更し、EY新日

本有限責任監査法人となりました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 105,568 95,922

受取手形及び売掛金 ※1 26,489 ※1 21,366

有価証券 181,999 184,999

商品及び製品 248 485

仕掛品 285 22

原材料及び貯蔵品 1,628 2,592

その他 6,443 6,034

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 322,660 311,421

固定資産

有形固定資産 41,277 41,101

無形固定資産

のれん 132 67

その他 231 204

無形固定資産合計 364 271

投資その他の資産

投資有価証券 25,015 19,245

その他 7,375 9,186

貸倒引当金 △21 △19

投資損失引当金 △379 △379

投資その他の資産合計 31,989 28,032

固定資産合計 73,631 69,405

資産合計 396,291 380,827

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,304 6,634

電子記録債務 11,326 7,007

未払法人税等 2,369 2,444

賞与引当金 803 398

資産除去債務 3 －

その他 6,790 5,577

流動負債合計 30,599 22,062

固定負債

新株予約権付社債 20,046 20,031

退職給付に係る負債 4,784 4,963

資産除去債務 59 62

その他 3,559 3,506

固定負債合計 28,449 28,564

負債合計 59,048 50,626
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 14,840 14,840

資本剰余金 23,750 23,750

利益剰余金 329,499 326,135

自己株式 △38,782 △38,784

株主資本合計 329,306 325,940

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,952 2,949

退職給付に係る調整累計額 △73 △20

その他の包括利益累計額合計 6,878 2,928

新株予約権 1,057 1,331

純資産合計 337,242 330,200

負債純資産合計 396,291 380,827
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 46,197 55,341

売上原価 23,433 23,593

売上総利益 22,763 31,748

販売費及び一般管理費 25,676 20,798

営業利益又は営業損失（△） △2,913 10,949

営業外収益

受取利息 144 137

受取配当金 733 549

その他 170 214

営業外収益合計 1,048 902

営業外費用

その他 3 5

営業外費用合計 3 5

経常利益又は経常損失（△） △1,867 11,846

特別利益

固定資産売却益 － 1

ゴルフ会員権売却益 2 －

特別利益合計 2 1

特別損失

固定資産売却損 2 －

固定資産廃棄損 13 17

投資有価証券売却損 42 －

特別損失合計 58 17

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△1,924 11,829

法人税、住民税及び事業税 640 3,107

法人税等調整額 △1,282 △90

法人税等合計 △642 3,017

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,282 8,812

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△1,282 8,812
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,282 8,812

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,621 △4,002

退職給付に係る調整額 57 53

持分法適用会社に対する持分相当額 △71 －

その他の包括利益合計 2,607 △3,949

四半期包括利益 1,325 4,862

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,325 4,862

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

当第３四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

前連結会計年度

(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

受取手形 1,125百万円 860百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日

至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日

至 平成30年12月31日)

減価償却費 2,105百万円 2,021百万円

のれんの償却額 100百万円 65百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 6,088 75.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年11月９日
取締役会

普通株式 6,088 75.00 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金

　

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 6,088 75.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

平成30年11月９日
取締役会

普通株式 6,088 75.00 平成30年９月30日 平成30年12月３日 利益剰余金

　

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

パチンコ機
関連事業

パチスロ機
関連事業

補給機器
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 32,117 7,821 5,847 45,786 410 46,197 － 46,197

セグメント間の内部
売上高又は振替高 － － － － － － － －

計 32,117 7,821 5,847 45,786 410 46,197 － 46,197

セグメント利益
又は損失（△）

844 △409 379 814 △359 455 △3,368 △2,913

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モバイルコンテンツサービス、

不動産賃貸、ゴルフ場運営、一般成形部品販売等の事業であります。

　 ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに帰属しない提出会社の管理部門に係る一般

管理費であります。

　 ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

パチンコ機
関連事業

パチスロ機
関連事業

補給機器
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 48,109 1,714 5,076 54,900 441 55,341 － 55,341

セグメント間の内部
売上高又は振替高 － － － － － － － －

計 48,109 1,714 5,076 54,900 441 55,341 － 55,341

セグメント利益
又は損失（△）

16,819 △2,324 353 14,849 △259 14,589 △3,640 10,949

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モバイルコンテンツサービス、

不動産賃貸、ゴルフ場運営、一般成形部品販売等の事業であります。

　 ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに帰属しない提出会社の管理部門に係る一般

管理費であります。

　 ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日

至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日

至 平成30年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益又は
　 １株当たり四半期純損失（△)

△15円80銭 108円55銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△)

（百万円） △1,282 8,812

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

（百万円） △1,282 8,812

普通株式の期中平均株式数 （株） 81,176,636 81,175,927

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － 103円03銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 （百万円） － △10

（うち受取利息（税額相当額控除後） (百万円)) － (△10)

普通株式増加数 （株） － 4,255,738

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注) 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

（重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第54期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当については、平成30年11月９日開催の取締役会

において、平成30年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、

配当を行っております。

配当金の総額 6,088百万円

１株当たりの金額 75.00円

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
　

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成31年２月13日

株式会社ＳＡＮＫＹＯ

（登記社名 株式会社三共）

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 一 宏 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 池 内 基 明 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＡＮ

ＫＹＯの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から

平成30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＡＮＫＹＯ及び連結子会社の平成30年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

　

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成31年２月13日

【会社名】 株式会社 ＳＡＮＫＹＯ

（登記社名 株式会社 三共）

【英訳名】 SANKYO CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 筒 井 公 久

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区渋谷三丁目29番14号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長筒井公久は、当社の第54期第３四半期（自 平成30年10月１日 至 平成30年12月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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